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島根県特定医療費支給認定実施要綱 
 

難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号。以下「法」という。)

第５条第１項に基づく特定医療費の支給認定（以下「支給認定」という。）の事務手続き

及び運営等については、法令に定めるところによるほか本要綱により行う。 

 

第１～第４ （略） 

 

第５ 支給認定の要件等 

 １ 所得区分 

   特定医療費の支給認定については、法第５条第２項の規定により、自己負担につい

て受給者の家計の負担能力や受診者の治療状況に応じた区分（以下「所得区分」とい

う。）を設けて認定することとし、所得区分ごとに負担上限月額（令第１条第１項に

規定する負担上限月額をいう。以下同じ。）を設けることとする。 

 （１）所得区分及びそれぞれの負担上限月額は次のとおりとする。 

    ① 生活保護  負担上限月額       ０円 

    ② 低所得Ⅰ  負担上限月額   ２，５００円 

    ③ 低所得Ⅱ  負担上限月額   ５，０００円 

    ④ 一般所得Ⅰ  負担上限月額  １０，０００円 

    ⑤ 一般所得Ⅱ  負担上限月額  ２０，０００円 

    ⑥ 上位所得  負担上限月額  ３０，０００円 

 （２）（１）の所得区分のうち「④一般所得Ⅰ」、「⑤一般所得Ⅱ」、「⑥上位所得」

については、受診者が高額難病治療継続者（同一の月に受けた特定医療（支給認定を受け

た月以降のものに限る。）及び同一の月に受けた小児慢性特定疾病（児童福祉法第６条の

２第１項に規定する小児慢性特定疾病をいう。）に係る小児慢性特定疾病医療支援（同法

第６条の２第３項に規定する小児慢性特定疾病医療支援をいい、当該特定医療に係る支給

認定を受けた日の属する月以前のものに限る。）に要した医療費総額が５万円を超えた月

数が、高額難病治療継続者の申請を行った月以前の１２月以内に既に６月以上ある者をい

う。以下同じ。）に該当する場合には、次のとおり別途所得区分を設け、それぞれの負担

上限月額を設ける。 

④’ 一般所得（高額継続）Ⅰ  負担上限月額   ５，０００円 

    ⑤’ 一般所得（高額継続）Ⅱ  負担上限月額  １０，０００円 

    ⑥’ 上位所得（高額継続）   負担上限月額  ２０，０００円 

（３）（４）略 

島根県特定医療費支給認定実施要綱 
 

難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号。以下「法」という。)

第５条第１項に基づく特定医療費の支給認定（以下「支給認定」という。）の事務手続き

及び運営等については、法令に定めるところによるほか本要綱により行う。 
 
第１～第４ （略） 

 

第５ 支給認定の要件等 

 １ 所得区分 

   特定医療費の支給認定については、法第５条第２項の規定により、自己負担につい

て受給者の家計の負担能力や受診者の治療状況に応じた区分（以下「所得区分」とい

う。）を設けて認定することとし、所得区分ごとに負担上限月額（令第１条第１項に

規定する負担上限月   額をいう。以下同じ。）を設けることとする。 

 （１）所得区分及びそれぞれの負担上限月額は次のとおりとする。 

    ① 生活保護  負担上限月額       ０円 

    ② 低所得Ⅰ  負担上限月額   ２，５００円 

    ③ 低所得Ⅱ  負担上限月額   ５，０００円 

    ④ 一般所得Ⅰ  負担上限月額  １０，０００円 

    ⑤ 一般所得Ⅱ  負担上限月額  ２０，０００円 

    ⑥ 上位所得  負担上限月額  ３０，０００円 

 （２）（１）の所得区分のうち「④一般所得Ⅰ」、「⑤一般所得Ⅱ」、「⑥上位所得」

については、受診者が高額難病治療継続者（同一の月に受けた特定医療（支給認定を受け

た月以降のものに限る。）及び同一の月に受けた小児慢性特定疾病（児童福祉法第６条の

２第１項に規定する小児慢性特定  をいう。）に係る小児慢性特定疾病医療支援（同法

第６条の２第３項に規定する小児慢性特定疾病医療支援をいい、当該特定医療に係る支給

認定を受けた日の属する月以前のものに限る。）に要した医療費総額が５万円を超えた月

数が、高額難病治療継続者の申請を行った月以前の１２月以内に既に６月以上ある者をい

う。以下同じ。）に該当する場合には、次のとおり別途所得区分を設け、それぞれの負担

上限月額を設ける。 

④’ 一般所得（高額継続）Ⅰ  負担上限月額   ５，０００円 

    ⑤’ 一般所得（高額継続）Ⅱ  負担上限月額  １０，０００円 

    ⑥’ 上位所得（高額継続）   負担上限月額  ２０，０００円 

（３）（４）略 
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 ２ 各所得区分の所得の内容等 

 （１）１（１）の所得区分のうち「①生活保護」の対象は、次のいずれかに該当する場

合であるものとする。 

   ① 支給認定世帯員の世帯員が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の被保護

者又は中国残留法人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付

を受けている者（以下「支援給付受給者」という。）である場合 

   ② 生活保護法の要保護者（以下「要保護者」という。）又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及びその特定配偶者の自立の

支援に関する法律による支援給付を必要とする状態にある者（以下「要支援者」と

いう。）であって、「②低所得Ⅰ」の負担上限額を適用としたならば、保護又は支

援給付を必要とする状態となる場合 

 （２）１（１）の所得区分のうち「②低所得Ⅰ」の対象は、次のいずれかに該当する場

合であるものとする。 

   ① 支給認定世帯が市町村民税世帯非課税世帯（注１）であって、指定難病の患者

等に係る次に掲げる収入の合計金額が８０万円以下である場合 

    ・地方税法（昭和２５年法律第２２６号）上の合計所得金額（合計所得金額が０

円を下回る場合は０円とする。）（注２） 

    ・所得税法（昭和４０年法律第３３号）上の公的年金等の収入金額（注３） 

    ・その他厚生労働省令で定める給付（注４） 

    （注１）「市町村民税世帯非課税世帯」とは、支給認定世帯の世帯員が、受診者

が特定医療を受ける日の属する年度（特定医療を受ける日の属する月が４

月から６月である場合にあっては前年度）分の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同

じ。）が課されていない者（均等割及び所得割双方が非課税）又は市町村

の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者（当該市町村

民税の賦課期日において、同法の施行地に住所を有しない者を除く。）で

ある支給認定世帯をいう。 

    （注２）「合計所得金額」とは、地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額をいう。ただし、公的年金等の支給を受ける者については、

当該合計所得金額から所得税法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第２

項第１号に規定する雑所得の金額は、公的年金等控除額を８０万円として

算定した掲げる金額を控除した額とする。 

２ 各所得区分の所得の内容等 

 （１）１（１）の所得区分のうち「①生活保護」の対象は、次のいずれかに該当する場

合であるものとする。 

   ① 支給認定世帯員の世帯員が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の被保護

者又は中国残留法人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を

受けている者（以下「支援給付受給者」という。）である場合 

   ② 生活保護法の要保護者（以下「要保護者」という。）又は中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及びその特定配偶者の自立の支

援に関する法律による支援給付を必要とする状態にある者（以下「要支援者」とい

う。）であって、「②低所得Ⅰ」の負担上限額を適用としたならば、保護又は支援

給付を必要とする状態となる場合 

 （２）１（１）の所得区分のうち「②低所得Ⅰ」の対象は、次のいずれかに該当する場

合であるものとする。 

   ① 支給認定世帯が市町村民税世帯非課税世帯（注１）であって、指定難病の患者

等に係る次に掲げる収入の合計金額が８０万円以下である場合 

    ・地方税法              上の合計所得金額（合計所得金額が０

円を下回る場合は０円とする。）（注２） 

    ・所得税法             上の公的年金等の収入金額（注３） 

    ・その他厚生労働省令で定める給付（注４） 

    （注１）「市町村民税世帯非課税世帯」とは、支給認定世帯の世帯員が、受診者

が特定医療を受ける日の属する年度（特定医療を受ける日の属する月が４

月から６月である場合にあっては前年度）分の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含

むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。以下同

じ。）が課されていない者（均等割及び所得割双方が非課税）又は市町村

の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者（当該市町村

民税の賦課期日において、同法の施行地に住所を有しない者を除く。）で

ある支給認定世帯をいう。 

    （注２）「合計所得金額」とは、地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額をいう。ただし、公的年金等の支給を受ける者については、

当該合計所得金額から所得税法（昭和４０年法律第３３号）第３５条第２

項   に規定する雑所得の金額は、公的年金等控除額を８０万円として

算定した          額とする。 
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    （注３）「公的年金等の収入金額」とは、所得税法第３５条第２項第１号に規定

する公的年金等の収入金額をいう。 

    （注４）「その他厚生労働省令で定める給付」とは、難病の患者に対する医療等

に関する法律施行規則（平成２６年厚生労働省令第１２１号。以下「規則」

という。）第８条各号に掲げる国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に

基づく障害基礎年金等の給付の合計額をいう。 

   ② 支給認定世帯の世帯員が要保護者又は要支援者であって「③低所得Ⅱ」の負担

上限月額を適用したとしたならば保護又は支援給付を必要とする状態になる場

合であって、かつ、所得区分が「①生活保護」の対象ではない場合  

（３）～（１０） （略） 

 ３ （略） 

第７ 支給認定 

 １～４ （略） 
５ 未申告者の取扱い 

   非課税であることから税制上の申告をしておらず、課税･非課税の確認がとれいな

い者については、申告を求めるなどにより、課税・非課税の確認を行うこと。ただし、

地方税法の規定による市町村民税が課されない者又は市町村の条例に基づき当該市

町村民税が免除されている者であって、かつ、市町村の条例により地方税法上の申告

義務を免除されている者であることが確認できた場合には、所得区分を「③低所得Ⅱ」

として取り扱い、申告を求める必要はないこと。原則として申告した上で、非課税の

証明書の提出を求める。 
   なお、非課税であることが確認できなければ、所得区分を「⑥上位所得」として取

り扱う。 
 
第９ 
 １～３（略） 
 ４ 診療報酬の審査、決定及び支払 
   診療報酬の審査については「特定医療費の支給に係る診療（調剤）報酬の審査及び

支払に関する事務の社会保険診療報酬支払基金への委託について」（平成２６年１１

月１２日付け健発１１１２第１０号厚生労働省健康局長通知）及び「特定医療の給付

に係る診療報酬の審査及び支払に関する事務の国民健康保険団体連合会への委託に

ついて」（平成２６年１１月１２日付け健発１１１２第１２号厚生労働省健康局長通

知）の定めるところによる。 
 

第６ 支給認定の申請 

  支給認定の申請は、規則第１２条に定めるところによるが、その具体的な事務処理は

次によることとする。 

 １ （略） 

 ２ 特定医療費の初回の申請に係る臨床調査個人票は、指定難病にかかっている事実を

確認するにあたっての基礎資料となるものであることから、規則第  １４条第１項第

１号に規定する難病指定医（以下「難病指定医」という。）が作成したものとする。 

   また、更新の申請にかかる臨床調査個人票は、難病指定医または規則第  １４条第

１項第２号に規定する協力難病指定医（以下「協力難病指定医」という。）が作成し

たものとする。 

（３）～（１０）略 

 ３ （略） 

１～４ （略） 
５ 未申告者の取扱い 

   非課税であることから税制上の申告をしておらず、課税･非課税の確認がとれ な

い者については、                                                                

                                         
                                         

                                         
                        原則として申告した上で、非課税の

証明書の提出を求める。 
   なお、非課税であることが確認できなければ、所得区分を「⑥上位所得」として取り

扱う。 
 

第９ 

 １～３（略） 

 ４ 診療報酬の審査、決定及び支払 

   診療報酬の審査については「特定医療費の支給に係る診療（調剤）報酬の審査及び

支払に関する事務の社会保険診療報酬支払基金への委託について」（健発１１１２第１０

号平成２６年１１月１２日  厚生労働省健康局長通知）及び「特定医療の給付に係る診

療報酬の審査及び支払に関する事務の国民健康保険団体連合会への委託について」（平成

２６年１１月１２日  健発１１１２第１２号厚生労働省健康局長通知）の定めるところ

による。 
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第１０ （略） 
 
第１１ 登録者証 
  法第２８条第２項に基づき、指定難病の患者に対し「登録者証」を交付し、指定難病

にかかっている事実等を証明することで、指定難病の患者が、地域における自立した日

常生活の支援のための施策を円滑に利用できるようにする事業を別紙に定める。 
 
別紙 
島根県指定難病要支援者証明事業 
１ 登録者証の申請手続 
（１）登録者証の交付の申請に当たっては、申請書（別紙様式第１－１号）に特定医療費

支給認定申請に必要なものを添付、または申請書（別紙様式第１－２号）に指定難

病にかかっていることを証する資料（臨床調査個人票、却下通知（指定難病にかか

っている旨が確認できるものに限る。）、指定難病の医療受給者証等とする。）を

添付の上、受診者の居住地を管轄する保健所長を経由して知事に申請する。 
（２）知事は、申請を受理した場合は、指定難病（法第５条第１項に規定する）の基準を

満たしているかを指定難病審査会等にて審査し、満たしている場合には登録者証の

交付を決定する。 
２ 登録者証の交付の決定 
（１）知事は、指定難病の基準を満たしていると認められた申請について、交付の決定を

行い、登録者証を交付する。交付の方法は、「行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律」（平成 25 年法律第 27 号）に基づく情報提

供ネットワークシステムを利用した情報連携（以下「マイナンバー情報連携」とい

う。）を活用するとともに、特定医療費（指定難病）受給者証兼登録者証（別紙様

式第２号）または登録者証（別紙様式第１１号）として発行をする。 
（２）審査の結果、指定難病の基準を満たさないと判定された場合には、その旨を記載の

上、申請者に却下の通知書（別紙様式第４号）を交付する。 
（３）登録者証の有効期間の開始日は、原則として、交付の決定をした日とする。また、

終了日はなしとする。 
（４）登録者証の再交付の申請（別紙様式第７号）があったときは、登録者証を再交付す

る。また、登録者証を紛失した者に対しては、再交付の後に失った登録者証を発見

したときは速やかに再交付前の登録者証を保健所長を経由して知事に返還しなけ

ればならない旨を申し添えるものとする。 
 

第１０ （略） 
                                                                    

第１１      
                                       
                                       
                                       
  
（新設） 
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（５）登録者証の交付を受けた者が死亡したとき、その他登録者証を必要としなくなった

ときは、返還届（別紙様式第８号）に登録者証を添えて保健所長を経由して知事に

届け出るものとする。 
３ 登録者証の記載事項の変更 

登録者証の交付を受けた者は、その氏名を変更する必要が生じたときは、記載事項変更 
届（別紙様式第６号）保健所長を経由して知事に届出させて登録者証の記載の変更を行

う。 
４ 登録者証の交付を受けた者が転居した場合の取扱い 

登録者証の交付を受けた者が他の都道府県等に転居した場合、転入先や転出元に転居

の旨を届け出させる必要はない。 
５ 登録者証の活用 
（１）指定難病の患者に対する支援として次に例示するようなものがあるが、これらの支

援を受けやすくするため、登録者証を、医師の診断書に代わり指定難病の患者であ

ることを確認できるものとして、活用することができる。 
①障害福祉サービス等（利用申請時） 
②障害通所給付（利用申請時） 
③障害児入所給付（利用申請時） 
④公共職業安定所（ハローワーク）における職業相談・職業紹介 
⑤職場適応援助者（ジョブコーチ）支援事業 
⑥障害者就業・生活支援センター事業 
⑦被災者台帳の作成 
⑧避難行動要支援者名簿の作成 
⑨個別避難計画の作成 
※上記の他、地域生活支援事業について、事業の実施主体である市区町村の取扱に

より活用可能。 
６ その他 
（１）本事業における様式は特定医療費支給認定実施要綱に定める。 
 
附則 
 １ この要綱は、平成２７年２月１８日から施行し、平成２７年１月１日から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
附則 
 １ この要綱は、平成２７年２月１８日から施行し、平成２７年１月１日から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
 



島根県特定医療費支給認定実施要綱 
新旧対照表 

新                                     旧 

- 6 - 
 

附則 
 １ この要綱は、平成３０年５月８日から施行し、平成３０年１月１日から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、平成３０年１０月２５日から施行し、要綱中第４の２（２）の規定は

平成３０年４月１日から、別紙様式第１号、第１号（別紙）及び第６号（別紙）は、平

成３０年９月１日から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和２年３月３０日から施行する。ただし、別紙様式第２号の改正に

ついては、この要綱の施行の日以降に作成した用紙から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、別紙様式第２号の改正に

ついては、この要綱の施行の日以降に作成した用紙から適用する。 
附則 
 １．この要綱は令和５年１０月１日から施行する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和６年４月１日から施行する 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

附則 
 １ この要綱は、平成３０年５月８日から施行し、平成３０年１月１日から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、平成３０年１０月２５日から施行し、要綱中第４の２（２）の規定は

平成３０年４月１日から、別紙様式第１号、第１号（別紙）及び第６号（別紙）は、平

成３０年９月１日から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和２年３月３０日から施行する。ただし、別紙様式第２号の改正に

ついては、この要綱の施行の日以降に作成した用紙から適用する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 
 
附則 
 １ この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、別紙様式第２号の改正に

ついては、この要綱の施行の日以降に作成した用紙から適用する。 
附則 
 １．この要綱は令和５年１０月１日から施行する。 
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別紙様式第１－１号（表面） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１－１号（表面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（※）受給者証をお持ちの方のみ記入してください。

別紙様式第１号（表面）

　〒

　〒

氏名

氏名

(※２)

　　　　　　　年　　　　月　　　　日 　島　根　県　知　事　　様

病　　名

自己負担上限額の特例
（該当するものに☑）      □ 軽症者特例　　□ 高額かつ長期特例　　□ 人工呼吸器等装着　　

疾病番号
（県記載欄）

日中連絡
が取れる
電話番号

（自宅又は携帯電話）

-　　  -

県記載欄

受 診 者
との関係

□ あり　　□ なし　　□ 申請中
今回申請する受診者と同じ世帯内（同じ医療保険に加入している者に限る）に、

指定難病又は小児慢性特定疾病の医療費助成を受けている者又は申請中の者
（受診者本人が小児慢性特定疾病の医療費助成を受けている又は申請中の場合も含む）

上記で「あり」又は「申請中」の場合
受給（申請）者の氏名・受給者番号

（お持ちの方のみ） 受給者番号

送

付

先
□ 保護者による申請
□ 受給者証の送付先

フリガナ

氏　　名

住　　所

受給者番号（※）

フリガナ

特定医療費（指定難病）支給認定申請書（新規・転入・疾病追加・更新・変更）

年齢 歳 

受

診

者

受付整理番号（保健所記入）

被保険者氏名

生年月日

日中連絡
が取れる
電話番号

氏　　名 年　　 月 　　日 
大 ・ 昭
平 ・ 令

受給者証送付先が受診者と異なる場合又は受診者が18歳未満で保護者が申請される場合は、以下に記載してください。

受給者番号

受 診 者
との関係

この申請書は機械で読み取ることがありますので、できるだけ濃くはっきりとした字で記入していただきますようお願いいたします。

住　　所

1月1日時点の居住市区町村 現住所と同じ　・　現住所と異なる ⇒（　    　　　　　　　　　　）

（自宅又は携帯電話）

-　　  -

加入医療保険

被保険者証
発行機関名

□ 協会　□ 組合　□ 国保　□ 国組　□ 共済　□ 船員　□ 後期　□ 生保（□医療保険加入なし）保険種別

被保険者証
の記号・番号

保険者番号
（県記載欄）

　私は、上記のとおり、特定医療費の支給を申請します。 保健所受付印

　　□　居住地等を確認するため必要があるときは、島根県が住民基本台帳ネットワークシステムを利用して
　　　世帯の情報を検索することに同意します。

　　□（松江市［中核市］にお住まいの方のみ）本申請書及び診断書（臨床調査個人票）について、松江市が
　　　 行う療養支援のため、個人情報保護のもとに使用されることに同意します。（※１）

申請者氏名

　（※２）申請者は、受診者本人またはその保護者です。（受診者が18歳未満の場合、申請者は保護者になります）

　（※１）同意いただける項目に☑を入れてください。（松江市以外にお住まいの方は、２つ目の☑は不要です。）

県記載欄

階　　層　　区　　分

低所得Ⅰ　・　低所得Ⅱ　・　一般所得Ⅰ　・　一般所得Ⅱ　・　上位所得　・　生活保護　・　境 界 層

課税対象とならない収入（障害年金・遺族年金等）の有無 あり　　　・　　　なし

（※）受給者証をお持ちの方のみ記入してください。

別紙様式第１ー１号（表面）

　〒

　〒

氏名

氏名

(※１)

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

裏面あり

　（※１）申請者は、受診者本人またはその保護者です。（受診者が18歳未満の場合、申請者は保護者になります）

県記載欄

階　　層　　区　　分

低所得Ⅰ　・　低所得Ⅱ　・　一般所得Ⅰ　・　一般所得Ⅱ　・　上位所得　・　生活保護　・　境 界 層

課税対象とならない収入（障害年金・遺族年金等）の有無 あり　　　・　　　なし

　私は、下記に同意し、特定医療費の支給を申請します。 保健所受付印

申請者氏名

　　・居住地等を確認するため必要があるときは、島根県が住民基本台帳ネットワークシステムを利用して
　　　世帯の情報を検索すること。（住所秘匿等特別な事情がある場合を除く）
　　・申請内容が個人情報保護のもとに、保健所が行う療養支援、市町村が作成する災害対策基本法に規定
　　　する避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の基礎資料として使用されること。
　　・臨床調査個人票の研究利用については、裏面記載のとおりであること。

島　根　県　知　事　　様
厚　生　労　働　大　臣　　様

この申請書は機械で読み取ることがありますので、できるだけ濃くはっきりとした字で記入していただきますようお願いいたします。

住　　所

1月1日時点の居住市区町村 現住所と同じ　・　現住所と異なる ⇒（　    　　　　　　　　　　）

（自宅又は携帯電話）

-　　  -

加入医療保険

被保険者証
発行機関名

□ 協会　□ 組合　□ 国保　□ 国組　□ 共済　□ 船員　□ 後期　□ 生保（□医療保険加入なし）
保険種別

（県記載欄）

被保険者証
の記号・番号

保険者番号
（県記載欄）

受給者証送付先が受診者と異なる場合又は受診者が18歳未満で保護者が申請される場合は、以下に記載してください。

受給者番号

受 診 者
との関係

受給者番号（※）

フリガナ

特定医療費（指定難病）支給認定/ 登録者証申請書（新規・転入・疾病追加・更新・変更）

年齢 歳 

受

診

者

受付整理番号（保健所記入）

被保険者氏名

生年月日

日中連絡
が取れる
電話番号

氏　　名 年　　 月 　　日 
大 ・ 昭
平 ・ 令

送

付

先
□ 保護者による申請
□ 受給者証の送付先

フリガナ

氏　　名

住　　所

病　　名

自己負担上限額の特例
（該当するものに☑）      □ 軽症者特例　　□ 高額かつ長期特例　　□ 人工呼吸器等装着　　

疾病番号
（県記載欄）

日中連絡
が取れる
電話番号

（自宅又は携帯電話）

-　　  -

県記載欄

受 診 者
との関係

□ あり　　□ なし　　□ 申請中
今回申請する受診者と同じ世帯内（同じ医療保険に加入している者に限る）に、

指定難病又は小児慢性特定疾病の医療費助成を受けている者又は申請中の者
（受診者本人が小児慢性特定疾病の医療費助成を受けている又は申請中の場合も含む）

上記で「あり」又は「申請中」の場合
受給（申請）者の氏名・受給者番号

（お持ちの方のみ） 受給者番号
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別紙様式第１－１号（裏面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１－１号（裏面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

別紙様式第１ー１号（裏面）

１．登録者証の申請および臨床調査個人票の研究等への利用について

　

１）社会活動

３．支給認定基準世帯員（受診者と同じ医療保険に加入する被保険者） 
□　あり　→　以下へご記入ください　　　　□　なし

（※）受診者が被用者保険（全国健康保険協会、健康保険組合、共済組合等）･･･被保険者を記入してください

　　　受診者が後期高齢者医療制度、国民健康保険（市町村国保、国民健康保険組合）･･･受診者と同じ医療保険に加入している者全員（住民票が別の方を含む）

　　年　 月　 日

　　年　 月　 日
大・昭

平・令

　　年　 月　 日
大・昭

平・令

※一時的な入院は在宅療養へ含みます

フ　リ　ガ　ナ

□ □

□

 〒

□
大・昭

平・令
□

 〒

受付整理番号（保健所記入）

現　住　所
（受診者と同じ場合は☑）

 〒

２．現在の生活状況について  （該当する項目にすべてに○をつけてください。）

□

　登録者証については、台帳へ登録の上、申請が承
認の場合は受給者証兼登録者証、申請が軽症にて不
承認の場合は登録者証単独のものを発行します。
　登録・発行を希望されない場合は下記　□へチェック
をお願いします。

別添「研究利用に関するご説明」のとおり、指定難病の医
療費助成又は登録者証の申請に当たり提出した臨床調査
個人票の情報が 、① 厚生労働省のデータベースに登録さ
れること 、 ②研究機関等の第三者に提供され、 指定難病
に関する創薬の研究開発等に利用されることについての同
意は次のとおりです。

※２〔□　同意する　□　同意しない〕のどちらにも☑が無い場合は同意があるものとみなします。

 登録者証を
□　希望しない □　同意する　　□　同意しない

続　柄

（※２）

１. 　在宅療養
※

　　　２.　 就労　　　３. 　就学　　　４. 　長期入院　　　５．　施設入所

1月1日時点の居住
市区町村（現住所
と同じ場合は☑）

□

２）医療処置
１.  なし   　２.  人工呼吸器    ３.  酸素療法   　４.  喀痰吸引 　　５.  人工透析     ６． その他

(              )

　　年　 月　 日 □
大・昭

平・令

氏　　　名
生年月日

 〒

特定医療費の支給を
開始することが

適当と考えられる
年月日

左記の欄が申請日から１か月以上前の年月日となっている理由】
下記　□へチェックの上、理由を記載。
 
 □臨床調査個人票の受領に時間を要したため
 □症状の悪化等により、申請書類の準備や提出に時間を要したため
 □大規模災害に被災したこと等により、申請書類の提出に時間を要したため
 □その他
理由

□

 〒
大・昭

平・令
□

（県記載欄）認定開始日が適当と考えられる年月日（更新申請の場合は記入不要）

　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　年　 月　 日
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別紙様式第１－２号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１－２号（新設） 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

フリガナ

　歳

フリガナ

住　　所

フリガナ

氏　　名

フリガナ

住　　所
（※３）

申請者氏名

　　　年　　　月　　　日

島根県知事　　殿

・居住地等を確認するため必要があるときは、島根県が住民基本台帳ネットワークシステムを
　利用して世帯の情報を検索すること。（住所秘匿等特別な事情がある場合を除く）

　別添「研究利用に関するご説明」のとおり、指定難病の医療費助成又は登録者証の申請に当たり提出した臨床調査
個人票の情報が 、① 厚生労働省のデータベースに登録されること 、 ②研究機関等の第三者に提供され、 指定難病
に関する創薬の研究開発等に利用されることについての同意は次のとおりです。

※２　申請者は要支援者本人またはその保護者です。（受診者が18歳未満の場合は申請者は保護者になります。）
※３　要支援者本人と異なる場合に記入。
※４　（□　同意する　　□　同意しない　）のどちらにも　☑　がない場合は、同意があるものとみなします。

※１　障害福祉サービス等の公的サービス利用時に、当該サービスを提供する公的機関が、マイナンバーを用いた情報連携により
　　　登録者情報を確認することがあります。

日中連絡
が取れる
電話番号
（※３）

〒

病　　名

申
　
請
　
者
（

※
２
）

要支援者
との
関 係

□　同意する　　　□　同意しない　　（※３）

厚生労働大臣　　　殿

私は、下記に同意し、登録者証を申請します。

臨床調査個人票の研究等への利用についての同意

別添様式第１－２号

登録者証（指定難病）　申請書（※１）

要
　
支
　
援
　
者

年
齢

生　年　月　日

大・昭

平・令
　　　　年　　　月　　　日氏　　名

〒

日中連絡が取れる
電話番号
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別紙様式第１号（別添）（表面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１号（別添）（表面） 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

＜臨床調査個人票の研究利用に関するご説明＞ 
 
指定難病の患者に対する良質かつ適切な医療支援の実施を目指し、当該疾病の

程度が一定以上である者等に対し、申請に基づき、医療に要する費用を支給してい
ます。この制度の申請時に提出していただく「臨床調査個人票」は、難病の患者に
対する医療等の総合的な推進を図るための基本的な方針に基づき、この事業の対
象となるか否かの審査に用いられると同時に、同意をいただいた方の「臨床調査個
人票」の記載内容をデータベースに登録し、指定難病（小児慢性特定疾病）に関す
る研究の推進及び政策の立案のための基礎資料としております。 

本紙をお読みいただき、データベースに患者さんの「臨床調査個人票」の記載内
容を登録すること並びに登録情報を指定難病に関する研究及び政策の立案のため
の基礎資料として利用することに同意いただける場合は、申請書に署名をお願い
します。 

なお、同意については任意であり、同意されない場合についても医療費助成の可
否に影響を及ぼすものではございません。 

 
 

○個人情報保護について： 
臨床調査個人票を研究に利用するに当たっては、審査会において審査の上、以下

の提供先に対して、提供することとしておりますが、患者さんを特定できないよう
にするため、患者さんの氏名や住所等の情報は提供されません。臨床調査研究分野
の研究で行われる臨床研究等の実施に関して協力を求める場合は、改めて、それぞ
れの研究者から主治医を介して説明が行われ、皆様の同意を得ることとしており
ます。 

研究の成果は公表しますが、その際個人が特定されることはありません。 
また、データベースは、個人情報保護に十分に配慮して構築しています。 
 

（提供先について） 
・ 厚生労働省 
・ 厚生労働省が補助を行う研究事業を実施する者 
・ 文部科学省が補助を行う研究事業を実施する者 
・ 都道府県、指定都市 
・ 上記以外で、厚生労働省が主催する有識者で構成される審査会において、指定

難病及び小児慢性特定疾病の研究の推進のために必要であり、提供することが
適切であると判断された者 

 
 
 

（裏面もあります）

≪臨床調査個人票の研究利用等に関するご説明≫ 
指定難病の患者に対する良質かつ適切な医療支援の実施や指定難病患者である

ことを証明するため、当該疾病の程度が一定以上である者等に対し、申請に基づき
医療費助成の実施や登録者証の発行をしています。 

これらの申請時に提出していただく「臨床調査個人票」は、医療費助成・登録者
証発行の対象となるか否かの審査に用いられますが、加えて、同意をいただいた方
については、記載されている情報を厚生労働省のデータベースに登録し、指定難病
に関する創薬の研究開発や政策立案等にも活用させていただきます。 

本紙をお読みいただき、臨床調査個人票の情報が、①厚生労働省のデータベース
に登録されることや、②研究機関等の第三者に提供され、指定難病に関する創薬の
研究開発等に利用されることに同意いただける場合は、申請書裏面の □同意する
へチェックをお願いします。 

また、同意をいただいた後も、その同意を撤回することができます。同意書提出
時に未成年だった患者の方が、成人後に撤回することも可能です。 

なお、同意については任意であり、同意されない場合も医療費助成や登録者証発
行の可否に影響を及ぼしません。 
 
＜データベースに登録される情報と個人情報保護＞ 

厚生労働省のデータベースに登録される情報は、臨床調査個人票に記載された
項目です。臨床調査個人票については、以下の URL をご参照ください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084783.html 
厚生労働省のデータベースは、個人情報保護に十分に配慮して構築しています。

データベースに登録された情報を研究機関等の第三者に提供するに当たっては、
厚生労働省の審議会における審査を行います。 

患者個人を識別することができない「匿名加工」を行うため、患者個人の氏名や
住所等の情報は第三者に提供されません。提供された情報を活用した研究成果は
公表されますが、その際にも、個人が特定される情報が掲載されることはありませ
ん。 

また、提供された情報を活用する企業等に対しては、情報漏洩防止のための安全
管理措置等の情報の取扱いに関する義務が課されます。義務違反の場合には、厚生
労働大臣による立入検査や是正命令が行われるとともに、情報の不適切利用等に
対して罰則があります。 

臨床研究等の実施に関して協力を求める場合は、改めて、それぞれの研究者等か
ら主治医を介して説明が行われ、皆様の同意を得ることになります。 
 
＜データベースに登録された情報の活用方法＞ 

厚生労働省のデータベースに登録された情報は、 
①国や地方公共団体が、難病対策の企画立案に関する調査 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084783.html
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別紙様式第１号（別添）（裏面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第１号（別添）（裏面） 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
○同意の撤回等について： 

この研究への参加について同意をいただいた後も、登録された情報を研究機関
等へ提供することについて、同意を撤回することができます。同意撤回後は、デー
タベースに登録されている患者さんのデータが、指定難病に関する研究及び政策
の立案のため研究機関や政府機関に提供されることはありません。ただし、すでに
データを提供している場合や提供したデータを用いた研究の成果をすでに公開し
ている場合には、それらの情報は削除できませんので、あらかじめご了承くださ
い。 

また、患者さんが同意を撤回した後、登録されているデータを用いることで患者
さん本人が利益を得られることが見込まれるような医学的進歩があった場合に、
データベースに登録されている同意撤回前のデータの利用について、改めて患者
さんに同意をいただく場合があります。そのような場合に備え、患者さんが同意を
撤回した後も、一度登録したデータはデータベースに保存され続けます。（なお、
一度登録したデータをデータベースから削除することもできますが、その場合、上
記のような医学的進歩があった際に、データを利用することができず、患者さんが
利益を得ることが難しくなる可能性があります。その点をご理解いただいた上、一
度登録したデータをデータベースから削除することを希望する場合は、厚生労働
省ホームページにて詳細を確認し、必要な手続きをおこなってください。）。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/nanbyou_kenkyu.html 
 
○データベースに登録される項目： 
 データベースに登録される項目は臨床調査個人票に記載された項目となります。
臨床調査個人票については、以下の URL をご参照ください。患者さんを特定でき
ないようするため、患者さんの氏名や住所といった個人情報は提供されません。 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084783.html 
 
○その他： 

研究では、受給者番号等によって過去のデータと紐付けを行い、患者さんの経過
（どのような治療を受けて、その後の症状がどうなったか等）を把握することがあ
ります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

②大学等の研究機関が、難病患者の良質かつ適切な医療の確保や療養生活の質
の維持向上に資する研究 

③民間事業者等が、難病患者の医療・福祉分野の研究開発に資する分析等 
を行う場合に活用されます。 
 
例えば、製薬企業等が、創薬のために、開発したい治療薬の対象患者の概要把握

（重症度等の経過・治験の実行可能性等）や治験で使用する指標の検討等に活用す
ることが想定されます。 

 
＜同意の撤回＞ 

同意をいただいた後も、情報の登録や、登録された情報の研究機関等の第三者へ
の提供・利用について、同意を撤回することができます。いただきました同意の撤
回書を踏まえて、厚生労働省において速やかに対応いたします。必要な手続きは、
厚生労働省ホームページを確認してください。 

同意撤回後に、その情報が第三者に提供されることはありませんが、既に情報を
提供している場合等には、その情報の削除はできませんので了承ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/nanbyou_kenkyu.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084783.html
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別紙様式第２号（表面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第２号（表面） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

別紙様式第２号（表面）

住 所

氏 名

生年月日

住 所

氏 名

適用区分

　          月　額　　　　　　　　　　　　　円

上記のとおり認定する。

　　　　年　　月　　日 島根県知事

特定医療費（指定難病）受給者（兼登録者）証

公費負担者番号

受 給 者 番 号

疾 病 名

保 険 者 名

  受給者

送付先

有 効 期 間 　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日

自己負担上限額

保 険 者 証 の
記 号 番 号

指
定
医
療
機
関

　　難病法に基づき都道府県等から指定された
　　指定医療機関

　●指定医療機関以外の医療機関については、本受給者証の
　　対象となりませんので、ご注意ください。
  ●受診を希望する医療機関が指定を受けているかどうかは、
　　各都道府県等のホームページにおいてご確認ください。

別紙様式第２号（表面）

住 所

氏 名

生年月日

住 所

氏 名

適用区分

　          月　額　　　　　　　　　　　　　円

上記のとおり認定する。

　　　　年　　月　　日 島根県知事

有 効 期 間 　　　　年　　月　　日　から　　　　　年　　月　　日

自己負担上限額

保 険 者 証 の
記 号 番 号

指
定
医
療
機
関

　　難病法に基づき都道府県等から指定された
　　指定医療機関

　●指定医療機関以外の医療機関については、本受給者証の
　　対象となりませんので、ご注意ください。
  ●受診を希望する医療機関が指定を受けているかどうかは、
　　各都道府県等のホームページにおいてご確認ください。

特定医療費（指定難病）受給者証

公費負担者番号

受 給 者 番 号

疾 病 名

保 険 者 名

  受給者

送付先
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別紙様式第３～５号（略） 
別紙様式第６号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第３～５号（略） 
別紙様式第６号 
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別紙様式第 7 号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第７号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第７号                                                      保健所受付印 

 

特定医療費（指定難病）受給者証／登録者証 

再交付申請書 

 

受給者氏名 

（要支援者） 
 受給者番号        

申請種別 

（該当に〇） 

  １  受給者証      

２  登録者証 

再交付を 

申請する理由 

（該当に○） 

  １  受給者証（登録者証）を破損した 

  ２  受給者証（登録者証）を汚損した 

  ３  受給者証（登録者証）を紛失した 

 

上記のとおり特定医療費（指定難病）医療受給者証／登録者証の再交付を 

申請します。 

   

      年  月  日 

   申請者 住所  

       氏名            

       電話番号       （    ）       

      島根県知事  様     

 

別紙様式第７号                                                      保健所受付印 

 

特定医療費（指定難病）受給者証再交付申請書 

 

受給者氏名  受給者番号        

再交付を 

申請する理由 

（該当に○） 

  １  受給者証を破損した 

  ２  受給者証を汚損した 

  ３  受給者証を紛失した 

 

上記のとおり特定医療費（指定難病）医療受給者証の再交付を申請します。 

   

      年  月  日 

   申請者 住所  

       氏名            

       電話番号       （    ）       

   

    島根県知事  様     
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別紙様式８号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第８号 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙様式第８号                                                      保健所受付印 

 

 

特定医療費（指定難病）受給者証返還届 

受給者氏名  受給者番号        

返還の理由 
１．死亡  ２．中止  ３．県外転出（※２）   

４．その他（                      ） 

事実発生年月日    年   月   日  （返還の理由が発生した日） 

備   考 
 

    

 

 上記のとおり特定医療費（指定難病）医療受給者証を返還します。 

 

       年   月   日 

   届出者 住所  

       氏名              

       電話番号       （    ）       

  

    島根県知事  様 

 

 ※１ 医療費の精算後に、受給者証を添付して返還してください。 

 ※２ 「３ 県外転出」の場合であって、転出先の都道府県で制度の利用を申請される

場合には、申請時に受給者証及び自己負担上限額管理票の提示が必要となりますの

で、手続き終了後に返還してください。 

別紙様式第８号                                                      保健所受付印 

 

 

特定医療費（指定難病）受給者証／登録者証 返還届 

 

受給者氏名 

（要支援者） 
 受給者番号        

申請種別 １．受給者証   ２．登録者証 

返還の理由 
１．死亡  ２．中止  ３．県外転出（※２）   

４．その他（                      ） 

事実発生年月日    年   月   日  （返還の理由が発生した日） 

備   考 
 

    

 

 上記のとおり特定医療費（指定難病）医療受給者証／登録者証を返還します。 

 

       年   月   日 

   届出者 住所  

       氏名              

       電話番号       （    ）       

      

島根県知事  様 

 

 ※１ 医療費の精算後に、受給者証を添付して返還してください。 
 ※２ 「３ 県外転出」の場合であって、転出先の都道府県で制度の利用を申請される

場合には、申請時に受給者証及び自己負担上限額管理票の提示が必要となりますの
で、手続き終了後に返還してください。 
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別紙様式第９～１０号（略） 
別紙様式第１１号（表面） 

 

別紙様式第９～１０号（略） 
別紙様式第１１号（新設） 
 
 
 

年 年 月 日 日

年 月

島根県知事 丸山　達也

交 付 年 月 日 令和 日

要
支
援
者

上記のとおり証明する。

有効期間開始日 令和

　注意事項
　　１  この証は、各市町村における障害福祉サービス
　 　 の利用申請等において、指定難病患者であること
    　を証明する書類として利用できます。
 　 ２  死亡等で登録者証の利用資格がなくなったとき
　  　は、この証を速やかに保健所へ返還して下さい。
 　 ３  この証を破損したり、汚したり又は紛失した場
  　  合は、保健所で再交付の申請を行って下さい。
  　４　その他この証明書に関しての問い合わせは、
　　　裏面　連絡先　に連絡してください。

登録者証（指定難病）

フリガナ

氏　名

生年月日
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別紙様式第１１号（裏面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

　　連絡先
 
　　松江市・島根県共同設置保健所
　　　医事・難病支援課　０８５２－２３－１３１５
　　島 根 県 雲 南 保 健 所
　　　医事・難病支援課　０８５４－４２－９６３８
　　島 根 県 出 雲 保 健 所
　　　医事・難病支援課　０８５３－２１－１１９１
　　島 根 県 県 央 保 健 所
　　　医事・難病支援課　０８５４－８４－９８２６
　　島 根 県 浜 田 保 健 所
　　　医事・難病支援課　０８５５－２９－５５５５
　　島 根 県 益 田 保 健 所
　　　医事・難病支援課　０８５６－３１－９５４８
　　島 根 県 隠 岐 保 健 所
　　　総務医事課　　　　０８５１２－２－９７０１
　　　島前保健環境課　　０８５１４－７－８１２１
　　島 根 県 健 康 福 祉 部 健 康 推 進 課
　　　０８５２－２２－５２６７


